
地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、静岡県知事から包括外部監査結果に

基づく措置進捗状況について通知があったので、次のとおり公表する。 

  令和２年９月29日 

                               静岡県監査委員  青 木 清 高 

                               静岡県監査委員  森     裕 

                               静岡県監査委員  鳥 澤 由 克 

                               静岡県監査委員  田 口   章 

１ 包括外部監査の特定事件 

  平成30年度 

  「指定管理者制度を採用する公の施設の管理運営に関する財務事務の執行について」 

２ 措置進捗状況の内容 

  別冊のとおり

 

 



 

平成 30年度包括外部監査結果に基づく措置進捗状況 

注１）表中「監査結果」欄の見出し記号は、平成 30年度包括外部監査結果報告書の記号を表記 

監査結果 措置の 

実施状況 

（区分） 

措 置 の 内 容 
方針決定予定時期 

・完了予定時期 
担当課 

区分 内容 
報告書の該

当ページ 

Ａ 総論 

意見 

①『手引』のあり方について 

『手引』が県のホームページに

おいて、広く一般に開示されてい

る以上、県民は、この『手引』に

従って指定管理者制度導入施設の

適切な管理運営が行われているこ

とを期待するであろう、と考える

のであれば、準拠性はある程度強

く求めていくべきである。指定管

理者制度が導入から 10 年以上が

経過し、制度としてはかなり成熟

化していることや、制度導入施設

もほぼ固定化していることを考え

れば、いわゆる、初心者向けのガ

イドブックといったものよりも、

静岡県におけるルールブックとい

ったものとして、位置付けていく

べきではないだろうか。 

また、ルールの中にも重要性の

程度があって、厳守すべきルール

と、努力目標的なルールがあると

すれば、重要性の高いものについ

て確実な運用を図るための点検チ

ェックシートを作成し、各担当課

によるセルフチェックと行政経営

課への報告の仕組みを検討すべき

である。 

P21 
措 置 

完 了 

指定管理者制度は、法

定による詳細な規定がな

いため、標準的な手続を

示したものとして『手

引』を作成している。そ

の中でも、募集期間や評

価委員会の実施時期など

具体的に期間や期日を明

記している項目は重要な

事項と考えており、準拠

すべきルールとして位置

付け、それらの事項につ

いて、年度当初に年間の

実施計画を調査し、手続

の漏れや誤りを未然に防

止するとともに、各担当

課でのセルフチェック用

の点検シートを作成し、

確実な運用を図ることと

した。 

 
行 政 

経営課 

意見 

③指定管理者の年度評価の実施時

期について 

『手引』では、指定管理者の

「年度評価は、当該年度の年度内

あるいは遅くとも次年度６月頃ま

でに実施」することとしている。 

年度評価という以上、指定管理

業務の収支状況も含め年度末まで

の状況を評価すべきであり、対象

年度の年度内に実施するというの

は、理論的にもおかしい。ＰＤＣ

Ａサイクルを徹底するために、年

P22 
措 置 

完 了 

年度評価の実施時期に

ついては、『手引』の表

現を「次年度６月頃ま

で」から「次年度６月末

まで」に改めた。今後は

①に記載した措置によ

り、『手引』に則った運

用の徹底を図っていく。 

 
行 政 

経営課 

 

 



 

度評価をできるだけ早い時期に実

施すべきであることを明記すると

ともに、「次年度６月頃まで」と

いった曖昧な表現をやめて、「次

年度の６月末までに実施するこ

と」と表現を見直すべきである。 

さらに、年度評価の実施時期に

対する準拠性が低い点について

は、年度評価が形骸化している表

れとして深刻に受け止めてほし

い。行政経営課は、各担当課に周

知徹底するとともに、①に既述し

た各担当課から行政経営課への報

告の仕組みを検討すべきである。 

意見 

④指定管理者の評価の公表につい 

て 

『手引』では、議事録も公表す

ることになっているが、実際に公

表している施設・担当課は少な

い。議事録を公表する意義を再検

討し、場合によっては、評価結果

の記載内容を充実させることで、

議事録の公表を不要とするルール

の見直しを検討すべきである。 

また、評価結果のまとめ方（点

数・ランクのつけ方や、外部評価

委員からのコメントや提言の記載

方法）も、担当課によってバラバ

ラで統一感が全くないが、評価結

果を公表する目的を考えれば、県

民がより理解しやすいよう見直し

を求めたい。 

P23 
措 置 

完 了 

議事録の公表について

は、全文又は審議経過を

明確にした議事要旨を公

表することを『手引』に

明記し、その徹底を図っ

ていく。 

 また、評価結果の公表

については、県民がより

理解しやすいよう、公表

様式のひな型を作成し

た。今後は、記載項目の

統一や内容の標準化を図

っていく。 

 
行 政 

経営課 

意見 

⑤独立性について 

『手引』において、独立性の要

件定義が弱く、運用上も確実にチ

ェックされたかどうかの事後検証

ができない。行政経営課はチェッ

クリストや委員への確認状のひな

型を用意して、各担当課に作成・

保存を徹底させるべきである。 

P23 
措 置 

完 了 

 独立性の具体的な要件

を定め、該当有無を確認

する様式のひな型を作成

した。今後は、各担当課

における確認・保存の徹

底を図っていく。 

 
行 政 

経営課 

意見 

⑦モニタリングや視察時のチェッ

クリストの整備について 

モニタリングや視察時のチェッ

クリストの整備を進めるべきであ

り、それを円滑に進めるために、

まず、行政経営課に、既に整備・

P24 
措 置 

完 了 

再委託されている業務

も含めた指定管理業務全

体を網羅するチェックリ

ストの標準的なひな型を

作成し、各担当課に展開

した。 

 
行 政 

経営課 

 

 



 

運用されている施設のチェックリ

ストを参考に標準的なチェック項

目をまとめたひな型を作り、各担

当課に展開することを求めたい。 

なお、指定管理業務には、指定

管理者が自ら実施するものと、他

の専門業者に再委託するものに分

けられるが、上記のチェックリス

トは、指定管理者が交代した場合

などに、その境界線が変わっても

チェックすべき項目が抜け落ちな

いように、指定管理業務全体を網

羅するように作成しておくべきで

ある。 

意見 

⑧修繕計画の策定について 

静岡県のほとんどの指定管理者

制度導入施設における修繕費の負

担区分は、原則として、１件 30 

万円未満の修繕は指定管理者、30 

万円以上の修繕については県が負

担することが協定により定められ

ている。今回、指定管理者の修繕

の実施状況を確認したところ、施

設の安全性や施設利用者への影響

などから緊急対応が必要な修繕に

つき、基本協定では、県が修繕を

行うことが定められているが、指

定管理者が県に協議を行い、修繕

を実施している事案が発見され

た。 

施設の運営に当たって、このよ

うな緊急対応事案が発生すること

は理解できるが、あらかじめ協定

に定めた負担区分と異なる例外的

な対応として位置づけられるべき

ものであり、定期的な修繕の実施

等により事案の発生を抑制してい

くことが可能と考える。 

今後、施設の老朽化により、同

様な事案の増加が懸念されること

から、各施設の現況を反映するた

めの調査を実施し、修繕計画を策

定の上、修繕計画に基づいた定期

修繕を行うべきである。 

 

 

P25 
措 置 

完 了 

 これまで、総合庁舎に

ついて、県有建築物長寿

命化指針（H27 策定）」

に基づき、劣化状況や危

険箇所を把握の上、中期

の修繕計画をまとめた

「中期維持保全計画」を

作成し、計画的な保全の

導入・実施を進めてき

た。 

 今後、指定管理者が管

理する施設も含め、同様

の取組を全庁的に展開し

ていく。また、計画的な

保全に向けた財源を確保

するため、令和２年３月

に「県有建築物長寿命化

等推進基金」を造成し

た。 

 
行 政 

経営課 

 

 



 

Ｂ 静岡県男女共同参画センター 

意見 

①指定管理者の選定について 

指定管理期間の第１期は３者が

応募したが、第２～４期は１者応

募の状況にある。県男女共同参画

センターの運営が主な業務であ

り、貸会議室運営は副次的な業務

であるため、応募者が男女共同参

画事業に関する運営ノウハウをも

つ者に限られてしまう傾向にある

ことからやむを得ない面もあると

考えられる。 

しかしながら、募集要項の配布

から申請受付終了日までの期間

が、第２期（42 日間）、第３期

（17 日間）、第４期（26 日間）

となっており、新たに応募しよう

とする者にとって十分な検討期間

が確保されているとはいえず、参

入障壁となっている可能性がある

と考えられる。 

指定管理料の決定と議会日程の

関係で、募集要項の配布から申請

受付終了日までの期間が決定され

るとはいえ、新たに応募しようと

する者にとって十分な検討期間が

確保されるよう配慮すべきであ

る。 

Ｐ34 
措 置

対応中 

指定管理者の募集につ

いては、募集開始前の８

月に行政経営課が開催す

る「ふじのくに施設紹介

フェア」などで、情報提

供を行ってきたところで

あるが、より広く参入の

可能性を高めるために

も、令和４年度に実施す

る次期募集においては、

募集要項の配布から申請

受付終了日までの期間を

十分に確保する。 
令和４年 

10 月 

男女共同

参画課 

意見 

③個人情報の管理方法の見直しに

ついて 

個人情報の取扱いに関する管理

方法が十分に整備・運用できてい

ない。担当課も個人情報の漏洩リ

スクを認識しており、今後、担当

課と指定管理者が連携して、次の

対応をしていく必要がある。 

・指定管理者による個人情報の取

扱い方法の総点検 

・指定管理者によるチェック（方

法・時期等）の総点検 

・個人情報取扱規程の整備 

・担当課によるチェック（方法・

時期等）の総点検 

・チェック記録の整備 

Ｐ34 
措 置

完 了 

 監査結果報告書を受け

て、総務省ガイドライン

等を参考に、指定管理者

に対し現地調査を実施し

たところ、個人情報の取

扱いについて、問題がな

かったことを確認した。 

 また、指定管理者にお

いて個人情報取扱要領を

整備したことを確認し

た。 

 

 
男女共同

参画課 

意見 
⑤外部評価委員会の評価結果につ

いて 
Ｐ35 

措 置

完 了 

 平成 30 年度事業の指定

管理者外部評価委員会の
 

男女共同

参画課 

 

 



 

現在、指定管理者外部評価委員

会において、県の管理に関する指

摘等があった場合、県が対応する

案件である旨を委員に説明し、講

評には含めていない。 

指定管理者の評価が本来の目的

であるため、指定管理者に対する

講評のみで足りるが、県の管理に

対する講評を掲載し、県の取組姿

勢を県民に示すことも有益と考える。 

結果公表時に、県の管理

に対する意見について

も、講評として県ホーム

ページに掲載した。 

Ｃ 静岡県県民の森施設 

意見 

①利用者数の目標について 

当該施設は、利用者数ではな

く、利用料金収入を目標に設定し

ており、利用者数は宿泊客のみを

カウントし、日帰り客は対象とな

っていない。しかし、設置目的や

施設内容に照らせば、どれだけ多

くの収入を獲得したのかというこ

とよりも、どれだけ多くの県民に

利用されているのかということの

方が、より重要なポイントではな

いかと思われる。 

したがって、担当課は、利用者

数のカウント対象に日帰り客も加

えると共に、利用者数についても

目標を設定し、指定管理者ととも

に利用者数の増加を図る努力をす

るべきである。 

P44 
措 置 

対応中 

現在、日帰り客を含め

た施設利用者数は、平成

15 年から 17 年までの調

査実績を基に宿泊者数に

対する日帰り客の割合か

ら参考値として算出して

いる。 

施設利用者数の適切な

算出方法等について再度

検証した上で、次期指定

管理協定更新時（現協定

は令和４年３月 31 日ま

で）に静岡県県民の森施

設における管理運営業務

の基準に示している経営

努力目標に、日帰り客も

含めた利用者数を年間利

用者目標値に設定するこ

ととする。 

また、②施設のあり方

を検討する中で、利用者

のニーズに沿った施設の

集中化と老朽化施設の更

新を行い、利用満足度を

高めていくなど、指定管

理者とともに利用者数増

加に向けた取組を進め

る。 

令和２年

５月 

環 境 

ふれあい課 

意見 

②施設のあり方について 

当該施設は、利用者を特に限定

することなく、広く一般県民が野

外活動に利用することを目的にし

ているが、利用者は毎年 4,000 人

前後にとどまっている。 

一方で「施設全体の収支差額合

P44 
措 置 

対応中 

平成 30 年度から県と指

定管理者で『「県民の

森」満足度向上に向けた

施設の集中化等のための

検討会』を開催し、既存

施設の集中化や利用形態

の変更等の中長期的な見

令和２年

５月 

環 境 

ふれあい課 

 

 



 

計」は、最終的に税金で賄われて

いる維持管理コストであるが、毎

年約 40,000 千円が経常的に費や

され、修繕費が膨らむと税金負担

はさらに重くなる。この結果、当

該施設は、利用者 1 人当たりの税

金負担が割高な施設になってい

る。 

平成 22 年度に実施された事業

仕分けで静岡県民の森施設管理運

営費が「要改善」の結果を受け、

施設の存続の要否が検討された

が、野外レクリエーションの場と

して今後も宿泊施設として運営す

ることが望ましいとの結論となっ

た経緯がある。 

建物木造部の腐食や各種設備の

経年劣化が進んでおり、今後、修

繕費が増加することが予想され

る。担当課も中長期的な修繕計画

の策定が必要であるという認識を

持っているが、まず、どれだけ多

くの県民に当該施設が有する価値

を提供することができるのかとい

った視点で、施設のあり方をもう

一度議論すべきと考える。 

直しを行っている。初年

度は検討会を３回開催

し、現状把握、施設の洗

い出し、検討項目の整理

を行った。 

令和元年度は、個別施

設（テントサイトやトイ

レ等）の活用や見直しに

ついて具体的に検討を進

めてきたことから、年度

内に県民の森に関する整

備方針及び再整備計画を

作成していく。また、再

整備計画を作成するに当

たり、地元住民や周辺施

設（リバウェル井川スキ

ー場、南アルプスユネス

コエコパーク井川自然の

家）、静岡市の意見を聞

く場を設け、当該施設の

あり方と利用価値を議論

して、利用促進につなげ

ていく。 

Ｄ 静岡県コンベンションアーツセンター 

意見 

①施設の利用状況（稼働率）の把

握について 

直近５年間における施設全体の

稼働率は、概ね８割を確保してい

る。 

しかしながら、当該稼働率の算

定は、施設ごとの利用可能日に１

コマでも利用実績があれば実績日

数１日としてカウントしており、

実際にはすべての施設において午

前・午後・夜間の３コマが利用で

きることを考えると、実態を表し

た正確な稼働率の算定となってい

ない。利用前後の準備や清掃のた

め利用できないコマもあるが、こ

れらも含め利用と考えれば、コマ

数での稼働率算定ができるのでは

ないか。 

施設稼働率は、指定管理業務の

P58 
措 置 

対応中 

国等の調査で用いる施

設稼働率は主に日単位で

あり、現在利用している

貸館管理システムでは、

コマ数カウントでの稼働

率算定に対応していない

ため、システム改修等が

必要となる。 

 令和２年度当初予算に

おいて、改修費用を予算

措置したため、コマ数カ

ウント対応のシステム改

修を行う。 

令和３年

３月 

文 化 

政策課 

 

 



 

評価にあたって数値目標として参

照されるものでもあり、より実態

に即した正確な稼働率の算定と情

報提供が望まれる。 

 

意見 

③指定管理者の業務のモニタリン

グについて 

当該施設の担当課による視察に

関して、チェック項目等を定める

など視察によるモニタリング方法

を定めた基準等は特に設けられて

いない。また、指定管理者が個人

情報を適切に取り扱っていること

を確認した記録も残っていない。 

一方で、例えば、指定管理者に

よる再委託に関して、県では、当

該施設での打合せ等の際に、再委

託業者からの報告書等を確認する

など、現に視察によるモニタリン

グは実施されている。 

数年で担当がローテーションす

ることを考慮すると、視察項目を

網羅的に文書化しておくことが望

ましいと考える。視察項目をチェ

ックリスト化している部局もある

ため、参考にして頂きたい。 

P59 
措 置 

完 了 

 他部局の事例をもと

に、視察項目チェックリ

ストを作成した。 

 
文 化 

政策課 

意見 

⑤指定管理者評価委員会による年

度評価の実施時期について 

直近３年間の年度評価は、いず

れも翌年度がスタートしてから約

５ヶ月以上経過しており、平成 29

年度に至っては約９ヶ月後に実施

されている。 

「手引」では、年度評価に基づ

き、運営上の課題を洗い出し、年

度計画の修正や改善の実施など、

次年度の運営において課題の解決

に必要な措置を講じるとされ、遅

くとも次年度６月頃までに実施す

ることを求めているが、直近の年

度評価は遅すぎると言わざるを得

ない。 

担当課によれば、例えば、直近

の平成 29 年度は、評価委員の候

補者が７月に決定し、そこから各

委員への承諾と日程調整を行った

P59 
措 置 

完 了 

令和元年度は８月に評

価委員会を開催した。 

令和２年度は関係者と

調整し、６月頃開催す

る。 

今後もＰＤＣＡサイク

ルを有効に機能させるよ

う、開催時期の見直しを

進めていく。 

 
文 化 

政策課 

 

 



 

ため、評価の実施が 12 月になっ

たとのことであるが、評価委員の

選定時期も含め、外部評価に期待

されるＰＤＣＡサイクルが有効に

機能させるように、体制を見直す

必要がある。 

Ｅ 静岡県舞台芸術公園 

意見 

①施設の活用方法の検討 

当該施設は、端的に言えば、Ｓ

ＰＡＣが芸術活動を行うために税

金を使って維持管理している特殊

な施設であり、一般的な都市公園

などと比べても一般利用者数は非

常に少ない。しかも、肝心の専用

使用者であるＳＰＡＣも年間の半

分以上を使用していない施設もあ

る。 

一方で、当該施設は、ＳＰＡＣ

の公演が行われるグランシップの

劇場からも、日本平山頂の展望施

設からも近く、劇場公演の観客や

日本平山頂の展望施設の観光客を

うまく呼び込むことができれば、

かなり有効な活用も期待できる場

所に立地している。 

設置から 20 年以上が経過し、

施設の老朽化も進んできており、

今後、施設の改修費用も増加して

いくことが予想される中で、現状

の活用方法のままでは、県民の理

解は得にくいであろう。 

ＳＰＡＣは、公益財団法人とい

う形態にはなっているが、実質的

に静岡県の劇団であり、そのＳＰ

ＡＣの芸術活動の場が当該施設で

あるとすれば、ＳＰＡＣの活動は

もっと積極的に県民に還元される

べきであるし、当該施設はＳＰＡ

Ｃの活動を県民に還元するための

場としてもっと積極的に活用でき

るものにしていくべきである。 

担当課は、当該施設の本来の目

的であるＳＰＡＣの芸術活動の場

としての機能を維持することを考

慮しながらも、より積極的な一般

利用の方法、県民への還元の方法

P70 
措 置 

対応中 

平成 30 年度に県と管理

者とで舞台芸術公園利活

用検討会議を立上げ、公

園の利活用方法、県民へ

の還元方法について検討

を行っている。 

令和元年度には、新た

にＳＰＡＣ演目に関する

展示や、稽古場等を見る

ことができる施設見学ツ

アーを実施した。 

令和２年度には、外部

有識者の意見を踏まえな

がら施設の活用方法や観

光客の呼び込み等につい

て検討し「"演劇の都"発

信戦略（仮）」を策定す

ることとしており、今

後、戦略に基づいて継続

的に取り組んでいく。 
令和３年

３月 

文 化 

政策課 

 

 



 

を検討すべきである。 

また、現状では、ＳＰＡＣの専

用使用を前提としていることか

ら、公園の使用者であるＳＰＡＣ

が当該施設の指定管理業務を担う

という特殊な状況にある。今後、

公園の一般利用が進み、公園の位

置づけの見直しが必要となる場合

には、指定管理者についても、必

ずしもＳＰＡＣでなくてもよくな

ることも考えられるため、その際

には、指定管理者の選定方法につ

いても見直すべきである。 

意見 

②警備に関する支出の見直しにつ

いて 

当該施設では、365 日、24 時

間体制で警備員を配置しており、

施設正面入口から外部に対する一

定の牽制効果が期待できるほか、

ＳＰＡＣのスタッフ・宿泊者・園

地散策者等を含めた施設利用者か

らの様々な連絡を受け付ける第一

の窓口になっている。 

しかし、その反面、監視カメラ

もなく、樹木も多い見通しの悪い

広い園内で本当に必要としている

レベルの警備ができているのか、

という疑問もある。 

担当課は、警備体制のあり方と

警備に関する費用対効果について

再検証すべきである。 

P71 
措 置 

対応中 

管理者との検討の結

果、様々な連絡を受け付

ける第一の窓口として、

常駐警備員は継続する予

定である。 

また、監視カメラの設

置にかかる費用等につい

ても検討しており、次期

指定管理に向けて対応し

ていく。 

令和２年

10 月 

文 化 

政策課 

意見 

③評価委員会による年度評価の実

施時期について 

外部評価委員会が翌年度の後半

に実施されている。「手引」で

は、年度評価に基づき、運営上の

課題を洗い出し、年度計画の修正

や改善の実施など、次年度の運営

において課題の解決に必要な措置

を講じるとされ、遅くとも次年度

６月頃までに実施することを求め

ているが、直近の年度評価は遅い

と言わざるを得ない。外部評価に

期待されるＰＤＣＡサイクルが有

効に機能させるように体制を見直

す必要がある 

P72 
措 置 

完 了 

令和元年度は８月に評

価委員会を開催した。 

令和２年度は関係者と

調整し、６月頃開催す

る。 

今後もＰＤＣＡサイク

ルを有効に機能させるよ

う、開催時期の見直しを

進めていく。 

 
文 化 

政策課 

 

 



 

Ｆ 静岡県立水泳場  Ｇ 静岡県富士水泳場 

意見 

②施設のあり方の検討について 

県立水泳場は高校総体（平成３

年開催）、富士水泳場は国体（平

成 15 年開催）における競技会場

として整備された施設であり、い

ずれも 50ｍと 25ｍの競泳用プー

ル及び飛込プールという同スペッ

クの設備を有している（すべて公

認プール）。 

施設の設置目的は、第一に「競

技力の向上」があり、二次的に

「県民一般の健康増進とスポーツ

振興」がある。そのため、利用に

おいては競技者の利用が優先され

ている。また、一般開放分を含め

ると、平成 29 年度にはいずれの

施設も年間 10 万人を超える利用

があるが、減免利用者が多いた

め、収支の改善に結びつかない特

徴がある。平成 29 年度における

施設全体の収支（県と指定管理者

の連結収支）は、県立水泳場で

158,736 千 円 、 富 士 水 泳 場 で

204,886 千円、合計 363,622 千円

の支出超過で、同様の機能を持つ

施設を重複して保有することで県

の負担は２倍になっている。 

県立水泳場は建設から約 30 

年、富士水泳場も 16 年が経過

し、各所に経年劣化が見られ、今

後、さらなる修繕費用や設備更新

等が必要と見込まれる。現在の施

設を維持していくのか、あるいは

設置目的を見直して施設の集約や

ダウンサイジングを図っていくの

か、県スポーツ推進審議会等を活

用し、長期的な視野で今後の方向

性を慎重に検討していく必要があ

る。 

P85 検討中 

平成 30 年度に実施した

劣化診断の結果を元に、

中期維持保全計画を策定

中である。 

中期維持保全計画を踏

まえ、補修の年次計画を

具体化する過程で、施設

の設置目的や規模など、

長期的視点で今後の方向

性を検討していく。 

静岡県スポーツ推進審

議会等を活用し、施設全

体の収支、競技人口や本

県の地理的特性、他の競

技施設の設置状況等を踏

まえ、慎重に検討してい

く。 

また、次期、指定管理

募集時期となる令和４年

度に向け行政経営課が進

める静岡県公共施設等総

合管理計画とも整合を図

っていく。 

令和４年 

３月 

スポーツ

振興課 

意見 

③コンセッション事業の導入可能

性の検討について 

当該施設では、制度の標準期間

である５年を採用していることか

ら、指定期間が短く、長期的な視

野に立った提案を受けにくいこと

P86 検討中 

②の施設のあり方検討

（施設の設置目的、規模

など）と併せて、公費負

担の抑制効果、競争性確

保によるサービス向上効

果を総合的に勘案し、施

令和４年 

３月 

スポーツ

振興課 

 

 



 

が課題である。 

第 4 期（平成 30～令和４年

度）募集において、応募者（現指

定管理者）から施設整備に関する

提案を受け、トレーニング室のリ

ニューアルや Wi-Fi の整備等が進

められ、施設の利便性が図られて

きたところであるが、指定期間が

今よりも長く設定されれば、より

長期的な投資提案を受けられるこ

とも期待される。 

指定管理者制度以外の官民連携制

度にコンセッション方式がある

が、コンセッションによれば、数

十年という長期契約も可能となる

ことから事業者の裁量は広がり、

中長期の設備更新という行政課題

についても、民間ノウハウを生か

した提案を受けられる可能性が出

てくる。 

文部科学省の「文教施設におけ

る公共施設等運営権の導入に関す

る検討会」最終報告でも、スポー

ツ施設におけるコンセッション制

度導入のメリット等が示されてお

り、たとえ独立採算が見込めない

施設であっても、公的負担の抑制

効果が出れば有用であることか

ら、当該施設に最も適合する官民

連携制度を研究し、効率的な経営

の仕組みを構築していくことを検

討されたい。 

設に最も適合する官民連

携制度を研究する。 

次期、指定管理募集時

期となる令和４年度に向

け検討していく。 

意見 

④ネーミングライツ等の他の収益

獲得施策の立案について 

スポーツ庁では、スポーツ施設

の収益拡大施策についての各自治

体の取組事例を紹介しており、ネ

ーミングライツによりスポンサー

を募る公共施設等の例も散見され

る。 

安全なスポーツ施設を持続的に

運営していくためには、何よりも

安定した財源の確保が課題であ

り、コンセッション事業の導入等

の官民連携による効率的な経営の

仕組みを考えるとともに、施設の

P86 検討中 

現在、２施設とも土地

を市から無償で借用して

いること、富士水泳場に

ついては、オリンピック

関連イベントの誘致を目

指している施設であるこ

とから、ネーミングライ

ツについては、公募の対

象外施設とされている。 

現在は、要項により禁

止行為としている広告等

の掲示については、近年

の公共施設の運営手法の

多様化の状況を踏まえ、

令和４年 

３月 

スポーツ

振興課 

 

 



 

設置者である県が、施設が潜在的

に有する収益性を見出して、これ

を活用していく施策を立案してい

くことも重要である。ネーミング

ライツのように施設そのものに係

るもののほか、施設内外の看板設

置による広告収入策や、寄付金の

募集、基金の創設等の一層の財源

確保に取り組まれたい。スポーツ

競技は、官民問わず、企業広告や

協賛の対象となることが多いこと

からさまざまな事例があるため、

これらを検証し、当該施設にふさ

わしい方法を研究する必要があ

る。 

財源確保の観点から、次

期、指定管理募集時期と

なる令和４年度に向け検

討していく。 

Ｈ 静岡県立富士見学園 

意見 

①施設のあり方について 

当該施設では、社会環境の変化

により、入所者の障害程度が重度

化し、施設に求められる役割が変

化する中、定員数や提供サービス

の見直しなどで対応している。 

しかしながら、入所者の障害程

度の重度化が進む中で、施設機能

が建具等の破壊や漏便に備えた仕

様になっていないことや、入所者

の重度化に対応した支援を行うた

めに人員を配置することによっ

て、指定管理料収入を含めても、

施設単体での運営収支が赤字にな

っていることなどの課題が認識さ

れている。 

そのため、当該施設は、「今後

維持すべき施設の機能(施設のあ

り方)」という根本的な部分につ

いて、見直しの必要性が生じてい

る状況にある。 

今後のあり方としては、大きく

分けると、県有施設として継続す

るのか、民営化するのかの２つの

選択肢が考えられる。 

県有施設として指定管理者制度

を継続する場合、利用期間の見直

しなどのニーズ変化への更なる対

応だけでなく、個室化などの環境

整備を実施して施設機能の不適合

P97 
措 置 

完 了 

富士見学園のあり方に

ついて検討を深めていく

中で、知的障害のある人

が地域で安心して暮らし

ていくために、施設のあ

り方にとどまらない幅広

い議論が必要であること

が明らかになったため、

学識経験者や保護者団

体、障害者施設団体等の

関係者からなる「知的障

害者支援のあり方検討

会」を開催した。 

あり方検討会から受け

た、施設の運営方法や機

能などに関する提言を踏

まえ、「個別施設計画(公

共建築物)」の見直しも含

め、対応を進めていく。 

 
障害者 

政策課 

 

 



 

を解消する必要がある。そのため

には、大規模な改修・改築工事が

想定されるが、現時点で不適合に

なっている部分を直すだけではな

く、将来に渡って長期的に県有施

設として維持していく計画の下、

施設を再設計し、多額の改修費用

の財源確保が必要となる。 

一方、民営化する場合には、ま

ず収支の改善を図らなければ、引

受先が現れないという問題があ

る。富士見学園は、施設としての

特殊性により、人件費率が高くな

っていることが赤字の主な要因と

考えられる。これを解消するため

には、施設の運営方法・機能の見

直しが必要になるが、その場合に

は、これまでの施設の目的や役割

を維持することができなくなるこ

とも想定される。 

いずれにしても、施設のあり方

について、幅広い合意形成を図り

ながら、引き続き検討することが

必要と考える。 

 

 



 

 

Ｉ 静岡県沼津労政会館・静岡県静岡労政会館・静岡県浜松労政会館 

意見 

①施設のあり方について 

当該施設は、昭和30年頃に設置

されたが、主な事業は会議室等の

貸出であり、労働関係者の割安な

利用をもって“労働者福祉の増

進”とはいいがたく、労働者に関

する社会情勢も大きく変わる中

で、設置目的自体が社会的ニーズ

に合わなくなってきているかもし

れない。 

より多くの県民に利用されてこ

そ施設の存在意義がある。また静

岡労政会館は男女共同参画センタ

ー(あざれあ)と貸会議室機能が重

複している。  

施設の老朽化が進む中で、長寿

命化対策や建替等の検討の時期が

来ている。現状のまま維持し続け

るか、他の県有施設との統廃合に

進むかなど、長期的な視点での方

向性の検討とスケジューリングの

提示が求められるのではないか。  

こうした方向性の検討の前提と

して、会館の利用促進に向け、施

設の効用を最大限に発揮できる運

営がなされているか、定期的に検

証していく必要がある。  

P107 
措 置 

完 了 

労政会館の設置目的を

果たしつつ効用を最大限

に発揮させることが求め

られるが、館ごとに築年

数や労働関係団体の入居

など状況が異なるため、

それぞれの状況を踏まえ

つつ将来的なあり方を検

討していくことが必要で

ある。 

施設の効用が最大限に

発揮される運営について

は、外部委員からなる評

価委員会を活用し、会館

の利用状況や利用促進策

について引き続き評価し

チェックしていく。  

さらに、施設の長寿命

化や他施設との統合など

将来的な方向性について

は、「ふじのくに公共資

産最適管理基本方針」(令

和２年３月改定)及び「個

別 施 設 計 画 (公 共 建 築

物)」に基づき検討を進め

る。 

 

労 働 

雇 用 

政策課 

Ｋ 静岡県富士山こどもの国 

意見 

①施設のあり方について 

平成16 年以降の利用数の推移

を見ると、年度によって若干の増

減はあるが、平成25 年度以降

は、利用者数は緩やかに減少して

いる傾向にあり、少子化により、

今後、ますます利用数の低下が進

んでいくことが予想される。 

一方、平成27・28・29 年度の

収支状況を見ると、指定管理業務

については、県が負担する修繕費

や施設の減価償却費を除いても、

毎年、３億円以上の赤字になって

おり、この赤字を指定管理料とい

う名目で税金を使って補填してい

るという構造になっている。平成

P128 
措 置 

完 了 

県は、利用者層の拡大

について指定管理者へ要

請を行い、指定管理者

は、指定管理者が有する

民間のネットワーク等を

活用することにより、幅

広い年齢層が多彩なアク

ティビティーを体験でき

るｷｬﾝﾌﾟﾌｪｽ「FUJI&SUN’

19」（例年開催予定）を

誘致した。 

 また、冬の稼働につい

ても、従来通り、クリス

マスハンドベルコンサー

トや富士山に関する○×

クイズ、雪の造形コンテ

 
公 園 

緑地課 

 

 



 

29 年度について具体的に数字を

示すと、指定管理業務について

は、392,078 千円の費用（県が負 

担する修繕費や施設の減価償却費

を除く）に対して、利用者からの

料金収入は69,022 千円しかない

ので、利用者一人当たり1,282 円

の赤字、利用者負担率は17.6％と

いうことになる。 

これらの状況から、当該施設に

ついては、利用者数を増加させ、

収支の改善を図ることが課題であ

ると考えるが、平成26 年度の募

集要項（資料編）から平成22 年

度から25 年度の月別・利用者の

属性別の入園数を見ると、利用者

が、小学生以下の子供とその引率

者・保護者に偏っていることと、

冬の利用が少ないことから、中学

生以上の若者や、高齢者などもタ

ーゲットにすることや冬の稼働を

検討する余地があると言える。 

利用者層の拡大については、施

設の内容を見ると、必ずしも、小

さな子供とその家族に限らず、中 

高生以上の若者や一般成人向けの

キャンプ場や、高齢者向けの健康

増進のためのアクティビティなど

にも利用できるのではないかと思

われるが、当該施設の設置目的

が、子供の育成のためとなってお

り、まずは、当該施設の設置目的

の対象を子供に絞り込む必要があ

るのか、ということから見直す必

要がある。また、「こどもの国」

という施設名も、中学生以上には

幼稚な印象を与えてしまって、敬

遠されているのではないかと思わ

れる。 

冬の稼働については、前述の利

用者の拡大と合わせて、イベント

の企画や施設内容の充実を図る積

極的な見直しと、休業日を増やし

て経費の圧縮を図る消極的な見直

しが考えられる。 

また、現在の指定管理者を募集

スト等を継続実施すると

共に、新たに今年度、雪

の丘でサッカーＰＫ対決

のイベントを実施し、利

用者の拡大を図った。 

なお、令和２年４月１

日以降は、次期指定管理

者との取り決めの中で、

イベント情報の積極的な

配信等を行うことで、利

用者の増加を図ることと

した。 

 

 

 

 



 

した際、指定管理者に選定された

小泉アフリカ・ライオン・サファ

リ㈱と次点だった㈱フジヤマリゾ

ートはいずれも、近くでレジャー

施設を運営している（前者は富士

サファリパーク、後者はぐりん

ぱ・イエティ）。これら、レジャ

ー施設の運営について実績を有す

る事業者が意欲的に応募してきた

ことを鑑みると、有料のレジャー

施設的な要素を有する当該施設の

特性から、さらに民間のノウハウ

を発揮すべき余地はあると考えら

れる。 

Ｍ 遠州灘海浜公園 

意見 

① 無料利用者数の把握について 

公園緑地課では、当該施設の他

にも複数の公園を所管しており、

公園によって施設内容や指定管理

者が異なることから、管理運営の

やり方も多少異なるのは当然であ

るが、監査の結果、無料公園施設

の利用者数のカウント方法も施設

によってかなり差があることがわ

かった。 

当該施設では、競技会での有料

施設の利用者や、フリーマーケッ

トなどのイベントの利用者数だけ

を集計しており、公園内を散策し

ている人などはカウントしていな

いが、同じ公園緑地課所管の草薙

総合運動場では、公園内を散策し

ている人についてもカウントして

いる。施設内容や立地に違いがあ

るとは言え、当該施設の利用者数

が少ない理由の１つには、こうし

たカウント方法の影響も少なくな

いと考える。 

都市公園は、基本的に利用者か

ら利用料金を徴収できない施設で

あり、公益性の観点から税金を使

って維持管理されるものである。

利用者数はその公益性を図るうえ

で最も重要な要素であるから、担

当課は、利用者数のカウント方法

について、ある程度統一的な考え

P149 
措 置 

完 了 

無料利用者数の把握に

ついては、公園によって

施設内容や立地に違いが

あり、算定が難しい側面

があるが、公益性を図る

上で重要な指標となり得

るので、草薙総合運動場

のカウント方法と同様

に、公園内を散策等して

いる人についても利用者

数に計上するよう指定管

理者へ基準を示し、その

カウント方法で報告を受

けることとした。 

 
公 園 

緑地課 

 

 



 

方を検討し、各指定管理者に示す

べきである。 

Ｏ 静岡県立朝霧野外活動センター 

指摘 

①休所日の取扱いの見直しと職員

の勤務状況のモニタリングにつ

いて 

条例で教育委員会が特に必要が

あると認めた場合を除き、月曜日

は休所日であるが、29 年度は 49

日中 27日が開所している。 

担当課も、開所日の増加を指定

管理者制度導入によるプラス効果

と評価しているが、逆に職員の連

続勤務につながり、人件費の問題

とあわせて、新規参入者の障壁に

なり、ひいては、施設存続のリス

クになっていることにも目を向け

る必要がある。 

また、担当課は、開所日の承認

の際に職員の勤務状況の悪化が懸

念できたはずであるが、十分なモ

ニタリングをしていなかった。 

担当課は、まずハイシーズンと

オフシーズンの休所日の扱いを明

確にしたうえで、指定管理者から

の月次報告に翌月の勤務予定と当

月の勤務実績を提出させ、職員の

勤務状況を確認するべきである。 

P174 
措 置 

完 了 

指定管理者は、2019 年

４月１日から 1 年単位の

変形労働時間制を導入す

るとともに、労使協定を

締結し、各月の所定労働

時間などの勤務条件を定

めた。 

 また、利用予約のない

開所日は休所日に変更

し、閑散期の受入れは原

則として開所日とするな

ど、休所日の取扱いを見

直した。 

 担当課は、月次報告の

際、翌月の勤務予定及び

当月の勤務実績の提出を

求め、勤務状況の把握を

行った。 

 今後も引き続き勤務状

況を確認していく。 

 
社 会 

教育課 

意見 

①個人情報の管理方法の見直しに

ついて 

 個人情報の取扱いに関する管理

方法が十分に整備・運用できてい

ない。担当課と指定管理者が連携

して、次の対応をしていく必要が

ある。 

・指定管理者による個人情報の取

扱い方法の総点検 

・指定管理者によるチェック（方

法・時期等）の総点検 

・個人情報取扱規程の整備 

・担当課によるチェック（方法・

時期等）の総点検 

・チェック記録の整備 

P175 
措 置 

完 了 

指定管理者は、個人情

報の管理・運用の方法に

ついて定めた取扱規程等

を整備した。 

 担当課は、チェック表

を作成の上、指定管理者

に対し現地調査を実施

し、適切な措置を講じる

よう助言等を行った。 

今後も、取扱規程等に

基づいた管理がなされて

いるか定期的に確認して

いく。 

 
社 会 

教育課 

意見 

②収支計算の見直しについて 

 指定管理者制度導入以降に人件

費が大きく減少し、このままでは

P176 
措 置 

対応中 

 

 

 

令和２年

12 月 

社 会 

教育課 

 

 



 

指定管理者の引受先がなくなり、

事業を継続できなくなるリスクが

ある。 

これに対して、単純に人件費を

増額すればいいのではなく、収支

計算について総合的に見直してい

くべきである。具体的なポイント

としては、次のような点が考えら

える。 

ア．利用料金と自主事業の利用料

減免の見直しについて 

県（税金）と利用者による施設

の維持管理コストの負担状況と、

利用者１人当たりの負担金額を比

較すると、税金負担額が大きいこ

とがわかる。 

当該施設で利用者収入が少ない

要因は、料金設定の低さと減免対

象の割合が大きいことにある。 

利用料金については、担当課に

よって平成 26 年度に見直しが検

討され、他の都道府県にある同様

の施設の料金との比較も行われて

いるが、利用者収入を増やすため

にはどこを見直すべきか、といっ

たアプローチではなく、現行の料

金設定を継続する理由付けに終わ

っている。しかし、スケートリン

クの利用料金の設定など再度検討

すべき余地があると考える。 

たとえば、他の施設との比較で

あれば、利用者１人当たり指定管

理料や利用者負担率といった全体

の収支計算から当該施設の状況を

把握することや、料金区分別の利

用者数をもとに利用者収入のシミ

ュレーションをすることも考えら

れる。 

減免については、自主事業にお

ける利用料負担を見直すべきであ

る。 

イ．支出項目の見直し 

スケートリンクの保守管理費用

が多額で、かつ限られた利用者が

追加負担ゼロで利用していること

について、スケートリンクを存続

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア．現在、利用料金制度

のあり方を検討してい

る。関係者の意見を聞き

ながら、令和２年 12 月ま

でに方針を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．スケートリンクは、

冬季の利用推進に寄与し

ており、設備も比較的良

好な状態であることか

ら、引き続き活用を図っ

 

 



 

する意義について検討すべきであ

る。 

 

 

 

 

 

ウ．指定管理料の上限額の算定方

法 

指定管理料の上限額の算定は、

概ね過去４年間の実績平均に基づ

いて算定されており、指定管理者

の経営努力分などの分析は行われ

ていなかった。次の指定期間（令

和２年度から）の上限額の算定に

は、『手引』に従って、指定管理

者の経営努力分の分析を行い、特

に、人件費については、将来にわ

たって持続可能な体制を維持する

ために積極的に見直しを行う必要

がある。 

ていく。 

 また、スケートリンク

の利用料金の設定につい

ては、利用料金等の見直

しと併せて見直しを進め

る。 

 

ウ．令和２年度からの指

定管理者の公募にあた

り、過去実績を精査する

とともに、人件費を見直

しの上、上限額を算定し

た。 

Ｐ 静岡県立三ヶ日青年の家 

意見 

①個人情報の管理方法の見直しに

ついて 

 個人情報の取扱いに関する管理

方法が十分に整備・運用できてい

ない。担当課と指定管理者が連携

して、次の対応をしていく必要が

ある。 

・指定管理者による個人情報の取

扱い方法の総点検 

・指定管理者によるチェック（方

法・時期等）の総点検 

・個人情報取扱規程の整備 

・担当課によるチェック（方法・

時期等）の総点検 

・チェック記録の整備 

P189 
措 置 

完 了 

指定管理者は、個人情

報の管理・運用の方法に

ついて定めた取扱規程等

を整備した。 

 担当課は、チェック表

を作成の上、指定管理者

に対し現地調査を実施

し、適切な措置を講じる

よう助言等を行った。 

今後も、取扱規程等に

基づいた管理がなされて

いるか定期的に確認して

いく。 

 
社 会 

教育課 

意見 

③収支計算の見直しについて 

 施設全体の収支差額合計は１億

円を超える赤字で推移しており、

継続的に、収支の見直しを検討す

るべきである。具体的に見直すポ

イントとしては、利用料金の利用

料減免の見直しが考えられる。 

県（税金）と利用者による施設の

維持管理コストの負担状況と、利

P189 
措 置 

対応中 

 現在、利用料金制度の

あり方を検討している。

関係者の意見を聞きなが

ら、令和２年 12 月までに

方針を決定する。 
令和２年 

12 月 

社 会 

教育課 

 

 



 

用者１人当たりの負担金額からす

ると、利用者負担額に比べて税金

負担額が大きいことがわかる。当

該施設で利用者収入が少ない要因

は、料金設定の低さと減免対象の

割合が大きいことにある。 

利用料金については、担当課に

よって平成 28 年度に見直しの要

否が検討されていて、他の都道府

県にある同様の施設の料金との比

較も行われているが、利用者収入

を増やすためにはどこを見直すべ

きか、といったアプローチではな

く、今の料金設定を見直さなくて

もいいとする理由付けに終わって

いる。たとえば、他の施設との比

較であれば、利用者１人当たり指

定管理料や利用者負担率といった

全体の収支計算から当該施設の状

況を把握することや、料金区分別

の利用者数をもとに利用者収入の

シミュレーションをすることも考

えられる。 

 

 

 

 


